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　今年 1 月、韓国のメディアは多少滑稽ながらも気になる話題を

報じた。盧武鉉大統領が 23日夕方に新年特別演説をおこなったが、

それが民放 MBC の時代劇 ｢朱蒙 （注）｣ の放映時間と重なり、演説

も予定より長くなったそうである。ドラマの視聴者からは、演説

時間もろくに調整できない、やはり無能な大統領という皮肉とと

もに、怒りと激しい抗議が殺到した。実は盧大統領本人は、当日

原稿に頼らず即興演説を行う準備をしてきたという。得意である

演説能力を遺憾なく発揮し、有能ぶりを国民に深く広く印象付け

ようと、これまでの慣例であった午前の時間帯を避けて、わざわ

ざ国民の関心が集中している人気ドラマの黄金時間帯を選んだの

である。若干時間をオーバーしたのも、所定の時間では満たせな

い余りある演説能力が自分にはあるということを、視聴者に実感

を以て確認してもらいたかったであろう。しかし、それが裏目に

出てしまったのである。

　20 年ほど前までは、大統領は政治権力の頂上に君臨し、絶対的

権限を行使できた。いまや ｢玉音放送｣ がドラマのジャマに転落

しているのである。韓国からの報道を読みながら、時代の移り変

わりを痛感せずにはいられなかった。

　1945 年 8･15 解放以後、韓国の政治変化を表すいくつかの節

目がある。4･19（1960）学生革命、5･16（1961）軍事クーデタ、

5･18（1980）光州民主抗争、6･29（1987）民主抗争である。

　現代民主化運動の源流になっている 80年の光州民主抗争は、軍

事独裁体制の残虐性に立ち向かった市民の義挙であった。まさに

その日の 1980 年 5 月 18 日、アメリカ ･ ワシントン州のセイント

･ ヘレンズ火山が噴火し、頂上 400 メートルの山全体が崩壊し、

その噴煙が全世界を覆うという天変地異が起こった。光州の街で

非命に倒れた無数の生霊の叫びが、太平洋の向こうで反響したの

だろうか。

　その 7 年後の 6･29 民主抗争は、韓国社会を漸進的に民主化の

方向へ旋回させた。5･16 クーデタと、いわゆる 10 月維新（1972）

を断行して権力を掌握 ･維持した朴正熙、12･12（1979）の下克上

の軍部クーデタによって政権を簒奪した全斗煥。彼らと比べて、

朴・全と同郷であり、とくに全とは高校同級生で陸士同期とはいえ、

ソフトなイメージをもっていた盧泰愚は、次の執権のために国民

の動向を鋭意注視しながら、柔和的態度をとり、全の強硬路線と

対立していた。彼は 87 年の 6月抗争を危機と認識し、全に対して、

間接選挙となっていた大統領選挙を直選制に変えることを要求し

それを呑み込ませた。全が盧の要求を受け入れざるを得なかった

背景には、翌年に控えていた 1988年オリンピックという国家の威

信をかけたイベントがあった。もし強硬策をとる場合、世界世論

の非難でオリンピックが霧散し、それが政権の破綻に直結する可

能性があった。

　6 月民主抗争は、学生と市民の合作だったといえる。70 年代の

緊急措置、80 年代初頭の戒厳令、その後の集会および示威に関す

る法律など、超憲法的法規を乗り越えて韓国民主化の底流となっ

てきた学生運動は、この 87 年の 6 月民主抗争が分水嶺となって、

80 年代後半から 90 年代にかけて労働運動、市民運動に継承され

ていく。91 年には 5･16 以降途絶えていた地方議会が復活し、民

主政治の本来の姿を身近なところで経験できるようになった。17

代総選挙（2004 年）では進歩政党（民主労働党）が初めての院内

進出を果たしている。

　したがって、1987 年を境目として、それ以前の 80 年代後半ま

での民主化運動が開発独裁との直接的な政治対決といえば、90 年

代以降の市民運動はより合法的闘争を通じて社会、経済における

改革と民主主義の定着化を目指してきた、と要約できよう。

　80年代の民主化運動の深化・拡大は、90年代に、IT革命、グロー

バル化と相俟って、社会全般に構造的変容をもたらし、日常生活

にいたるまで包括的な社会変動をもたらした。政治的権威主義の

崩壊と共に、家族における伝統的秩序観念も崩れていく。

　インターネット文化は、自由な政治発言と討論を可能にし、政

治権力の絶対性を破壊する起爆剤として作用した。冒頭の盧大統

領批判はインターネットによる仮借のない政治風刺の批判文化が

生んだ一断面に過ぎない。同様に、家庭の中の各個室まで浸透し

たネットワークの影響は、家族共同体を壊した。君師父一体とい

われた家族 - 国家を結ぶ位階秩序のラインが乱れ始めたのである。

その結果、出産率の低下、別居 ･ 離婚の急増、青少年非行、老人

問題など、ネガティブな社会現象が続出する。

　このような変化の背景には、80 年代以前のような絶対的貧困層

は減少傾向にあるが、相対的貧困が増加しているという経済的事

情がある。絶対的貧困においては出産率が高いのが通例である。

貧困の相対化によって、出産、教育、就職などのサイクルに圧力

がかかるようになったといえる。

　一人当たり国民所得は 1960 年初頭の 60 ドルから、98 年にいわ

ゆる IMF 危機があったものの、現在 2 万ドルを目前にしている。

IMF危機は、その後、労働階層の位相を決め、1987 年以降の政治

･ 社会的状況の変化と絡んで、韓国労働構造の質的変化が起こっ
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た。端的な例として、非正規職（パートタイム）が急増し、それ

が貧富の格差と疎外階層を生み出している一つの要因となってい

る。

　盧泰愚政権の後、1992 年金泳三によって文民政治が始まり、金

大中の国民の政府、現在の盧武鉉の参与政府に至るまで、各政権

はそれぞれ政権のテーマを掲げてその実現に努めてきた。就任以

来、金大中氏は、独裁政権の被害者としての経験から得た教訓を

生かして、人権政治と開放政策を展開した。盧武鉉政権は弱体化

した大統領制として嘲笑の対象にはなってきたかもしれないが、

少なくともアンシャンレジームに戻ることなく、中道的進歩路線

を堅持したことは評価に値するであろう。

　ところが、いま風向きが変わろうとしている。8 月下旬におこ

なわれた保守系野党ハンナラ党の 2007 年大統領選挙候補選では、

現代グループ CEO 出身の李明博氏が、朴正熙氏の娘朴勤恵氏を

抑えて僅差で当選した。李氏は、その後の世論調査で 50%以上の

高い支持率を見せつけている。進歩系の与党出身には現在 10%を

越える支持率をもつ候補者がいない。この趨勢なら 12月の大統領

選挙ではおそらく李氏の当選が確実視される。そうなると、政権

は金大中、盧武鉉以来、10 年ぶりに、進歩から保守へ反転するこ

とになる。弱い大統領に食傷した国民の多くが右への変化を望む

という世論調査もある。おそらく新大統領の任期中の 5 年間に相

当の政策的変化もありうるであろう。

　しかし政治的変革が進んで 20年間民主的風土が定着しつつある

韓国社会において、急な右折および U ターンはコストの高い動揺

と摩擦をもたらすであろう。コムドーザー（コンピュータ付きブ

ルドーザー）と呼ばれ、正確な計算と推進力を評価されてきたビ

ジネスマン出身の李氏が、政治的費用 ･ 便益分析でも持ち前の才

能を発揮できるだろう、という期待を以て結びにかえたい。

の麗句高るあでつ一の）羅新、済百、麗句高（国3の島半鮮朝、代古 ：注

建国者、朱蒙（ジュモン）を主人公とした、視聴率が 50%を超えた大

河ドラマ。

　2000 年 6 月、朝鮮半島分断以来初めてとなる南北首脳会談が、

北朝鮮・平壌で開催された。首脳会談で合意された南北共同宣言

の冒頭には、統一は民族の団結した力で自主的に実現していくこ

とが明記された。これは北朝鮮のいう自主・平和・民族大団結の

祖国統一 3 大原則を韓国が事実上確認したことを意味する。南北

共同宣言は統一の方向性について、南北それぞれの統一案に共通

点があることを認め、今後この方向で統一を志向することを明ら

かにした。

　たしかに、平和的に朝鮮半島の統一を実現するためには、相互

の体制を認めたうえで一つの国家（あるいは国家連合体）を目指

す以外に方法はないのが実情であろう。そうした意味からも、共

同宣言で「南北は統一に向けた南側の連合制案と北側の緩やかな

段階での連邦制案において相互に共通点があったことを認め、今

後この方向性で統一を志向していくこととした」（同第 2 条）と

謳ったように、韓国の 1 連合 2 国家 2 体制 2 政府という連合制に

よる統一の基本方針に北朝鮮側が歩み寄ったことは画期的なこと

であった。

　半世紀に及ぶ民族分断の歴史は、朝鮮半島の北と南に異なる制

度と思想をもたらした。冷戦時代には、民族統一よりも制度と思

想をめぐる対立に全精力が注がれ、社会主義か資本主義かという

階級史観が朝鮮半島において絶対的な地位を占めていた。冷戦終

結から十数年が過ぎた現在、北朝鮮は南北共同宣言を民族統一の

綱領と定め、制度と理念の対立を超えた、自主原則に基づく民族

中心の統一規範であると強調するとともに、「わが民族同士」、「民

族共助」の政治スローガンを掲げ、朝鮮民族の結集を繰り返し訴

えている。

　韓国に対する和解・宥和路線に舵を切った近年の北朝鮮をみる

と、かつて朝鮮半島の「武力統一」を追い求めてきた強硬な姿勢

から遠くかけ離れているが、このような政策転換の背景には一体

何があるのか、ここで改めて問い直してみようと思う。

　北朝鮮の統一政策を概観すると、1948 年の政権樹立以降、北朝

鮮は朝鮮戦争（1950 ～ 53 年）に象徴されるごとく、武力による

「赤化統一」を追い求めてきたが、周知のように米国の参戦で武力

統一は頓挫してしまった。その後、朝鮮戦争の休戦から 1960年代

までは、金日成には自らの唯一指導体制の確立と経済復旧に専心

するあまり、韓国との統一を主導する余力は残されていなかった。

しかし 1960 年の「4 月革命」により李承晩大統領が退陣、翌年 5

月には朴正煕軍事政権が誕生するなど、韓国における一連の政変
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を受け、北朝鮮は本格的に「南朝鮮（韓国）革命」戦略を再構築し、

再び軍事力の強化を図りつつ、「決定的な時機」に武力で統一を達

成しようと試みるのであった。この革命戦略とは、金日成が 1964

年 2 月に朝鮮労働党中央委員会第 4 期第 8 回全員会議で提示した

「3 大革命力量」の強化という点に集約される。すなわち、朝鮮半

島統一のためには、①北朝鮮の革命力量、②南朝鮮の革命力量、

③国際的な革命力量の 3 つを三位一体的に強化するという方針で

あった。

　しかしながら、北朝鮮の革命戦略は、1980 年 5 月に韓国で発生

した「光州事件」以降、軍事力による統一から「南朝鮮革命」に

よる合作統一へと大きく転換した。これは韓国国内の反体制・民

主化運動が 80 年代に大きな成長をみせたほか、韓国の国防力が

大幅に近代化され、北朝鮮の軍事的優位性が崩れたことなどが影

響している。そのうえ、80 年代末からのソ連・東欧社会主義国崩

壊による外交的孤立と同諸国からの援助中断・減少によって経済

的困窮に陥ったことも戦略の転換を迫る要因となった。1991 年

12 月に韓国との間で締結された南北基本合意書は、北朝鮮の外交

的・経済的困窮ぶりをうかがわせる典型例ともいえるが、既にそ

の時点で北朝鮮の統一政策の具体的方策は武力統一ではなく、自

らの体制維持に向けた韓国との融和に重点が移されていた。さら

に 1990年代中盤、北朝鮮は「苦難の行軍」といわれる大規模自然

災害による史上最大の食糧危機に見舞われ、国家政策の抜本的改

革なしに経済再建は不可能な状況に至った。

　こうしたことから北朝鮮は自らへの和解・宥和政策を掲げる金

大中政権の発足（1998 年）を機に、韓国政府の経済協力や韓国民

間企業の直接投資に期待し、鉄道・道路連結、開城工業団地造成、

金剛山観光開発など韓国との経済協力事業に積極的に乗り出した。

特に首脳会談以降は政府間及び民間レベルで交流が大きく拡大し、

北朝鮮にとって韓国は対外貿易において中国に次ぐ第 2 の相手国

になると同時に、世界最大の人道支援国として浮上してきた。金

大中政権と現在の盧武鉉政権下で統一相を務めた丁世鉉氏は、か

つてマスコミのインタビューで「北朝鮮側も我々（韓国）の協力

と支援を必要とし、我々の粘り強い経済協力と支援で南北間の相

互依存が深まった」と、北朝鮮の国家建設にとって韓国の存在が

欠かせないとの自信を披瀝したことも、こうした南北間の力関係

を物語っているといえよう。1960 ～ 70 年代には目覚しい経済発

展により社会主義「自力更生」の模範とまでいわれた北朝鮮の面

影はもはや全く感じられなくなった。

　現在もなお北朝鮮・朝鮮労働党の党規約前文には、「党は共和国

北半部において社会主義の完全な勝利を成し遂げ、全国的範囲に

おいて民族解放及び人民民主主義の革命課業を完遂し、最終的に

全社会の主体思想化と共産主義社会を建設する」と明記されてい

るのだが、上述したように北朝鮮の統一政策が金正日体制の正統

性を維持するプロパガンダ機能しか有していない以上、北朝鮮が

主張する革命路線が果たしてどの程度実現可能性があるか疑わざ

るを得ない。むしろ現在の北朝鮮は統一よりも国家としての生き

残りをかけた厳しい状況におかれており、先に言及した「わが民

族同士」の強調もこうした北朝鮮の現状を反映しているといえる。

　恫喝的な核外交や閉鎖的な体制では長期的な国家ビジョンを示

すことができないことを北朝鮮の指導部も理解しているはずであ

る。韓国との「共存」でこの危機的状況を打開するのか、さらに

は国際社会との共存まで拡大させるのか、現在の段階が北朝鮮に

とってまさに存亡をかけた正念場であることは間違いない。

（2007 年 9 月 12 日記）


